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 売上収益（左軸）   営業利益（右軸）   営業利益率

2022年度の売上収益は、車両減産の影響は一部継続するも、電動化・先進安全製品の
拡販などにより、過去最高収益となりました。営業利益は、外部環境悪化の影響はあるも
のの、操業度益と合理化、変動対応力の強化により、過去最高利益となりました。

 設備投資額（左軸）   減価償却費（左軸）   売上収益減価償却費率（右軸）

インバータやGSP3など、電動化・先進安全製品のグローバル量産体制構築など、注力
分野への投入を加速させつつも、規律を持った投資精査や成熟分野からのリソーセス 
シフトにより、設備投資額は前年度の水準を維持し、売上収益減価償却費率を低減させ
ています。

 資産合計（左軸）   親会社所有者帰属持分（自己資本）（左軸） �  
 親会社所有者帰属持分比率（右軸）

資産合計は、物流混乱などに対応する一時的な在庫の積み増しによる増加がありました
が、政策保有株式の売却などにより、前年度比同水準となりました。親会社所有者帰属
持分は利益剰余金の増加により増加しました。

 当期利益（左軸）   ROE（右軸）   ROIC（右軸）�

注力領域である電動化・先進安全事業の成長と、各地域での構造改革など、ROIC経営
の成果が表れ、2022年度のROEは、株主資本コストを上回る7.3%となりました。
※ ROIC（投下資本利益率）＝親会社の所有者に帰属する当期利益／投下資本
　 投下資本は前年度末および当年度末の実績を平均して算出
　 投下資本＝親会社の所有者に帰属する資本＋有利子負債

 研究開発費（左軸）   売上収益研究開発費率（右軸）

電動化、半導体、次世代先進安全技術など、注力分野への投入を行い、前年度比+240
億円となりました。一方、AI活用などを含めたソフトウェアを中心とした開発の自動化・
効率化を加速しており、売上収益研究開発費率は前年度比−0.9ポイントとなりました。

 支払配当金（左軸）   自己株式取得金額（左軸）   DOE（右軸）

長期安定的に配当水準を向上するという方針のもと、DOEを前年度比+0.1ポイント向上
させました。また、2021年度に引き続き、自己株式の取得を1,000億円実施し、株主還
元を強化しています。

財務情報の詳細については、 「有価証券報告書」をご覧ください。
https://www.denso.com/jp/ja/-/media/secure-investors/securities/2023/securities-doc-100.pdf

財務ハイライト

Facts & Figures

収益性・成長性

将来投入

安全性・レバレッジ

収益性

将来投入

株主還元

　デンソーは、「デンソーグループサステナビリティ方針」に基づき、
高い倫理観をもって健全かつ公正な事業活動に努め、贈収賄や違
法な政治献金・寄付、あるいは脅迫・強要・横領などの違法・不当
な手段で利益や便宜を供与したり、マネー・ロンダリング、不正な国
際送金あるいは反社会的勢力への資金提供などに関与することが
ないように、デンソーが事業活動を行うすべての地域・国の腐敗防
止に関する法令を順守した行動の実践に努めています。主な取り
組みとしては下記の通りです。

（1）贈収賄防止関連法への対応
事業・環境の急速な変化に即応するため、各国・地域の公的機関・
公務員との協働の機会の増加も予測されることから、デンソーでは、

「贈収賄防止コンプライアンス委員会」を設置しており、チーフ・コン
プライアンス・オフィサー（CCO）を委員長とする同委員会の指揮・
監督のもと、贈収賄防止コンプライアンス活動を進めています。
　贈収賄防止の基本方針として、「贈収賄防止グローバルポリシー」
を制定し、同方針に基づき社内規程をグローバルに整備し、贈収賄
を防止する仕組みを運用するとともに、社員への啓発・教育を推進
しています。
　サプライヤーに対しても、贈収賄防止を含む「サプライヤーサス
テナビリティガイドライン」を周知、自己点検を展開し、サプライヤー
による贈収賄防止にも取り組んでいます。

（2）インサイダー取引の防止
証券市場の公正性と健全性の確保、株主・投資家の信頼確保のた
め、デンソーは、取締役副社長を委員長とする「内部情報委員会」
およびその実務を運営する「内部情報検討会」を設置し、インサイ
ダー取引防止の徹底に取り組んでいます。
　また、内部情報管理と役員・社員の自社株式などの売買時の行
動基準に関する社内規程・細則を定め、「社員行動指針」にインサ
イダー取引の禁止を明記したり、定期的にコンプライアンス教育を
実施するなど、社員のインサイダー取引防止の意識浸透に努めてい
ます。

（3）適正な会計処理と記録保持
会計不正につながる簿外取引や架空取引その他の虚偽の取引また
はその誤解を与えるような取引を行わず、国際会計基準および各
国の法令・会計基準に従った適正な会計処理を実施できるように、
経費処理・棚卸などに関する会社ルール・手続きを策定・整備し、
イントラネットによる情報共有や経理コンプライアンス教育の実施
などを通じ社員に周知徹底しています。

　また、すべての取引および資産の処分について合理的に詳細で、
正確かつ公正に反映した会計記録（帳票や帳簿など）を作成し、保
持しています。

税務コンプライアンスへの対応
デンソーでは、適正な納税を通じて企業の社会的責任を果たすとい
う考え方のもと、税務ガバナンスの統括責任者を取締役・最高財務
責任者（CFO）とし、税務コンプライアンス体制の構築や維持・改善、
税務リスク発生時の対応および税務プランニングを行っています。
　また、「デンソーグループ グローバル税務方針」を制定し、各国
の法令を順守して適正な納税を行うことは企業が果たすべきもっと
も基本的かつ重要な社会的責任の一つと捉え、社員への教育施策
の推進、国際取引ルールの順守、適正な会計処理や会計記録（帳
票や帳簿など）の作成・保持など、税務コンプライアンス向上にデン
ソーグループ全体で取り組んでいます。

2022年度 地域別納税額� （億円）

地域 納税額

日本 552.94

北米 31.17

欧州 30.83

豪亜 393.50

その他 59.95

合計 1,068.39

　今後も引き続き、社員一人ひとりのコンプライアンス意識を
高めるための仕組みを充実・強化していくとともに、デンソーグ
ループ全体のコンプライアンス体制のレベルアップに向け、グ
ループと連携してプログラムの強化・充実を図っていきます。

詳細情報は当社ホームページ「サステナビリティ」をご覧ください。 
コンプライアンス：�
https://www.denso.com/jp/ja/about-us/sustainability/gover-
nance/compliance/

税務コンプライアンスについては、 
当社ホームページ 「税務ガバナンス」をご覧ください。
https://www.denso.com/jp/ja/about-us/sustainability/gover-
nance/tax-policy
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株価および売買高の推移（東京証券取引所）
 （円）� （円）

 （百万株）

コーポレートデータ

CO2排出量（グローバル／Scope1・2） 
 （万t-CO2e）

再生可能エネルギー導入量（グローバル） 
（MWh）
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海外拠点長の現地人財登用の人数／率 
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管理職に占める女性の人数／割合（単体、事技系） 
 （人）� （%）

安全点* 
（点）�

社員エンゲージメント肯定回答率（単体） 
（%）�

0

20

30

40

0

1010

20

30

40

26%

20人

（年度）

18 19 20 21 22（年度） 0

100

150

0

0.850

1.6

2.4

1.8%

139人

（年度）201918 21 22

23.0点

46.0点

24.5点

18 19 20 21 22（年度）0

20

40

60

80

21 22 （年度）

73%

0

60

70

80

2022年度は省エネ活動の推進、再エネ電力自家発電、外部調達の拡大により、順調に
低減しています。
※ 2020年度より排出量算出方法を見直しているため、2020年度以降の排出量を表記
※ 対象はデンソーグループ（（株）デンソー＋連結子会社）
※ CO2クレジットによる相殺は含まない

2022年度は国内4拠点、および欧州地域全体で再生可能エネルギー導入100%を達成
し、導入率は22.8%となりました。今後も2025年度のグローバルでの導入完了に向け
て、段階的に再生可能エネルギー比率を向上させていきます。

 人数（左軸）   割合（右軸）

 （株）デンソー   国内グループ会社   海外グループ会社

* 安全点：災害の大きさや種類に応じて点数化したもので低いほど良好
2022年度は部門トップによる安全コミュニケーション巡回、異常処置などの際に手を出
すことにより起こる災害の防止強化、リスクの高い設備などを重点とした爆発火災防止点
検など、全員参加の活動に取り組み、前年度比で改善しました。

※ 2021年度より国内外グループ会社の集計範囲を拡大

「仕事のやりがい・働きがい」（仕事へのエンゲージメント）、「会社・組織への愛着」（組織
へのエンゲージメント）などの設問に対し、肯定的に回答した社員の割合
2022年度は個人のキャリアを話し合うキャリアデザイン施策の刷新などにより向上しまし
た。今後も仕事へのエンゲージメントを高めるキャリア自律支援策（キャリア研修・相談室、
社内公募や社外研修など）、組織へのエンゲージメント向上に対しては、社員エンゲージメン
ト調査の職場別分析、ワークショップなどの施策を実施し、さらなる向上を目指します。
※ 2021年度より測定開始

 人数（左軸）   割合（右軸）

非財務ハイライト

環境・安心製品の普及（売上収益） 
 （億円）
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 【環境】電動化領域   【安心】ADAS

半導体不足・中国ロックダウンによる車両生産減の影響を受けましたが、インバータなど電
動車向け製品の拡販、GSP3など安心製品の搭載車種拡大により、環境製品・安心製品と
もに前年度比で売上収益は増加しました。2025年度の売上収益は電動化領域は1兆円、
ADAS領域では5,000億円を目指し、新技術の投入、拡販を進めていきます。
※ 2020年度よりデータ集計開始

多彩なプロが活躍できる環境・組織風土の実現に向けて、グローバルに取り組みを進め
ています。海外人財においては、2030年度の海外拠点長現地人財比率50%目標に向
け、グローバルでの研鑽会、プロジェクトへのアサイン、人財開発会議での継続フォロー、
専任のタレントマネージャー配置などにより、取り組みを強化しています。

女性活躍については、採用・ライフイベントとの両立・昇格などのフェーズごとにKPIを設
定。近年では、事技職に加え、生産関係職の管理職数も目標に掲げ、女性向けロールモ
デル座談会や上司向けダイバーシティ研修といった取り組みを進めています。
※ 他社への出向者含む、他社からの受け入れ出向者含まず

国内・海外特許保有件数と出願件数* 
 （件）� （件）
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 国内特許保有件数（左軸）　  海外特許保有件数（左軸）　

 国内・海外特許出願件数（右軸）
知的財産は、当社の競争力の源泉です。積極的に技術研究開発に取り組むことにより知
的財産を創出・取得し、有効活用しています。なお、自動車業界における特許新規登録数
は、2022年度は日本第3位、米国第8位でした。
* �特許出願件数については、国内・海外の合計件数を表示しています。また、出願件数の

条件は、出願日が当該年度のデンソーの特許出願であり、国内の件数は国内優先権で
取り下げられた案件、分割出願を含み、海外の件数は継続・分割出願を含みます。
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（再エネ比率：22.8%）
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